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１．はじめに 

同名論文 1)では，沖積地盤上に計画された建物基礎に，

節杭を沈下低減杭として用いたパイルド･ラフト基礎建物

の概要と，挙動計測結果について紹介した。 
本報告では，挙動計測値と設計時に行った沈下解析と

の比較検討結果について紹介する。 
２．解析条件 

解析には，地盤と上部構造との変形を適合させた実用

沈下解析法 2)3)を用いた。地盤の非線形性を考慮するため，

荷重増分解析を行っており，増分ステップは 20 としてい

る。砂層は即時沈下，粘性土層は圧密沈下のみを考慮す

るものとした。本解析法で得られる圧密沈下量は，圧密

完了時の値であるため，圧密途上の沈下量は，圧密沈下

－経過時間係数と荷重ステップと対応づけることにより

求めることとした。解析に用いる地盤定数や e-logp 関係

は前報１)に示したため，これは土質試験結果などから設定

したものである。砂質地盤の初期弾性係数は，平均 N 値

から 2.8N(MN/m2)と安全側に設定している。 
解析モデルを図-1 に示す。A 棟の基礎底版は，基礎梁

に囲まれている部分を 4 分割に，B 棟は A 棟に合わせて

分割した。杭は，摩擦負担長がほぼ同じになるように 6
分割とした。杭と地盤との摩擦は，摩擦抵抗～変位量関

係を双曲線にモデル化し，文献 4)で提案した式を用いて N
値から求めた。ただし，杭周表面の摩擦抵抗～すべり変

位量関係が剛塑性に近くなる 5)ことから，初期接線勾配は

N 値から求めた値の 100 倍としている。また，節杭の周

面摩擦力の作用面は節部径を径とする円筒面とし，杭の

圧縮剛性は軸部の値とした。上部構造が剛性の小さい鉄

骨造であることから，架構剛性は基礎梁と底版のみを考

慮した。 
建物荷重は，1 階床以下の荷重を負担面積に応じて底版

節点に，1 階柱以上の荷重は，柱位置に集中荷重として与

えた。底版の荷重分担率を求めるための底版の負担荷重

は，実測値は土圧計の平均値から水圧を引いた値とし，

解析値は，建物荷重から杭頭軸力の集計を引いた値とし

た。 
３．実測値と解析値の比較結果 

解析値と実測値を比較した結果を図-2～5 に示す。解析

値の傾向と実測値との比較結果とを整理すると，以下の
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図-2 軸力分布の推移比較 

図-1 解析モデル 
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図-3 底版の荷重分担率の比較 
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通りである。 
1)図-2 の杭体の軸力分布は，杭頭から杭先端にかけて竣

工後も増加する傾向にある。建物中央部の杭⑤では，

若干ではあるが杭の上部で負の摩擦力が作用している。

杭頭部において，時間経過とともに軸力が増加するこ

とや杭上部で負の摩擦力が発生することなど全体的な

傾向は概ね対応している。しかし，実測値に見られる

杭頭部および杭先端部での負の軸力に解析値は対応し

ていない。杭頭部の負の軸力は杭の芯ずれに伴う偏心

モーメントや，不同沈下に伴い発生する基礎梁の節点

曲げモーメントが影響しているものと考えられる。ま

た，杭先端での負の軸力は杭先端以深の地盤沈下の影

響によるものと考えられる。これらの現象については

計測手法や解析における評価方法を含めて今後の課題

である。 
2)図-3 に示す底版の荷重分担率は，施工段階から竣工時

までに約 80%から 60%に急激に減少し，その後はなだ

らかに減少して最終的には 40%前後の値になっている。

土圧の計測点数が少なく，実測値の分担率は建物全体

の分担率を正当に評価できていないと考えられること

から，分担率の数値は比較できないが，建物荷重が底

版から杭に移行する傾向については対応している。 
3)図-4 より，解析値および実測値とも各層の沈下量の割

合は，竣工後 2 年までほぼ一定である。 
4)図-5 の建物の終局沈下量分布は Y2A 通で，12～36ｍｍ

で分布し，X6 通で最大値を示す。実測値と比較すると

その傾向は一致しているが，沈下量は実測値に比べて，

1.5～2.0 倍程度大きい値となっている。竣工時の沈下量

は，実測値とほぼ一致していることから，解析値と実

測値とでは，圧密特性に差が生じているものと考えら

れる。 
４．おわりに 
本報告では，沖積地盤上の建物基礎に，節杭を沈下低

減杭として用いたパイルド・ラフト基礎建物の挙動計測

と解析値の比較検討結果を紹介した。なお，計測値は全

て設計の想定の範囲内であり，建物に障害は全く発生し

ていない。今後も引き続き計測を行うとともに，解析

法・解析条件を見直し，実測値と解析値の比較検討を行

う予定である。 
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図-5 建物沈下量分布の比較 
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図-4 各層の占める沈下量の割合 
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